
- 1 - 

辰野町国民健康保険運営協議会議事録 

日   時 平成２８年８月２２日（月） 午後１時３０分〜午後３時３０分 

場   所 辰野町役場 第２会議室 

出 

席 

者 

野竹泰也・瀧川和恵子・金子文武・吉田まゆみ 各１号委員 

古村慎二・有賀功 ２号委員 

堀内武男・篠平良平・瀬戸純・赤羽公彦 各３号委員 

有賀克明 ４号委員 

町長 

事務局 赤羽住民税務課長・赤羽課長補佐兼国保医療係長・守屋保健福祉課長 

中村課長補佐兼保健係長・田中諸税係長・船木保健師・樋口係員・唐澤係員 

 

1.開会のことば 赤羽住民税務課長より開会のことばがあり開会 

2.会長あいさつ 国保の関係については、自治体の財政運営には大変厳しいものがあるが、そ

んな中でこのような形で意見をいうような機会がある。資料にもあるように

平成３０年には都道府県が財政運営をして広域化になるけれども、まずは、

辰野町の国保財政運営にご努力いただいて、健全に進めていっていただくよ

うお願いしたい。 

3.町長あいさつ 寝不足の人もあるかもしれないが、オリンピックも無事閉幕式が終わったよ

うで、東京都知事へフラッグが引き継がれた。また、台風も迫ってきている

が、長野県は進路の境ぐらいで、大きな災害にはならないだろうと思う。大

きな台風が発生してまたすぐに、という中でこれからもまた災害が危惧され

ると思う。 

国民健康保険では国民皆保険ということでそれぞれが安心して医療を受け

られる。その事業の一環で国民健康保険の運営を行っているわけだが、会長

さんがおっしゃられたように平成３０年には広域化が控えている。それに向

けて色々な取り組みがなされているが、どうしても小さい自治体は変動が大

きくなり大変厳しいものになろうかと思います。C型肝炎にかかった方の医

療費総額は６００万くらいかかるが、個人の費用は一定のものだが、保険者

としては経費がかかる。それが何人も増えてしまうと、財政を圧迫してしま

う。大きい自治体では変動の影響は少ないが、小さい自治体では保険料や事

業実施に影響が出てしまう。そういった中で辰野町は、おかげさまで集めた

中で、大幅に保険料を上げずに、財政が不安定になることなく運営が出来た。 

今日は担当から説明をさせていただくが、全体的には黒字の決算になるかも

しれないが、単年度で見れば基金を切り崩しながらも、繰越金を計上できる

運営を行っている。 

いずれにしても、皆様のご指導をいただきながら、予防に努めながら、適正

な運営を行ってまいりたい。 

4.議事録署名人

の指名 

今回は、野竹委員と篠平委員に議事録の内容の確認をお願いします。 

5.議事 ・国民健康保険特別会計 赤羽補佐より別紙資料にて説明 
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(1) 平成 27 年度

決算について 

 

議長より質疑が受けられる ― 質疑なし 

 

・診療所 特別会計 赤羽補佐より別紙資料にて説明 

 

議長より質疑が受けられる 

堀内委員：今年度は繰入金が無かったという説明だったが、前年度大幅な繰

入をした中で、実質的に１００万円赤字になるという話だったと思う。今後

についても全く同じ状況の推移が考えられるということで、２８年度も厳し

い状況が考えられるという状況だが、そのあたりの見解と、アンケート結果

に応じ、今後どのようにするのか、具体的にどのような事を考えているのか

という点をお伺いしたい。 

赤羽補佐：平成２６年度に２００万円繰入れた。決算の見込みを立てた時に、

歳出がもっとあるかと思ったが、意外にお金がかからないという事があり、

平成２７年度の決算時には、入れなくても決算が出来た。ただ、国保も大変

厳しい状況となっており、２３年度ぐらいから繰入れているが、今後は入れ

られない状況ではないかと思っている。昭和３０年代の建物なので、いくら

中をきれいにしても、きれいにしきれない状況である。毎日やっているわけ

でもなく、緊急時にも行かれないから、せっかく出来た辰野病院等へ行くた

めの足の確保をしてもらいたい、というような意見が多かった。厳しい意見

の中には、赤字だったら辞めるべきだという意見や、地域医療を考えれば続

けなければならないという、真逆の意見もあった。検討するにしても、まず

建物自体が古く、建て替えるとか、耐震化するという状況ではない。新しく

することは、金額的には難しいと思っている。続けるとしてもあの建物を使

うことになる。看護師と医師の年齢的なものもある。医師は８０歳を超え、

看護師は７０歳を超えている。代わりの方を募集しても応募がない。週一回

ということもあり難しい。行財政改革の中で、アンケート結果を示しながら、

検討をしていかなければならない。 

ただ、平成３０年には県のほうに移管することは決まっているので、それま

でに方向性は決めていかなければいけないと思っている。 

堀内委員：その検討の素案は、何かあるか。 

赤羽補佐：建物は古く、耐震化は難しい。行財政改革の中での、あり方への

検討で現状を話していく。住民説明会の時にはあまり関心が無いと感じた。

第一は近隣箕輪や、民間の医院があり、困っている感じではなかったが、川

島は往診でかかっている方も結構いるので、無くなると不便になると思う。

往診という方法や辰野病院へ連れてくることも考えられる。 

堀内委員：今お話があった事を聞くと建物も使えない、耐震化も出来ない、

医師の確保も出来ないということだが、平成３０年の問題が出てきているの

で、それまでには方向性を決めなければならないと思うので、どういう期間

で、どういう検討をしていくかってことを、町の方針を出すってことを、隆々
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とコンセンサスを含めて、やっていかなければならないと思う。そんな形で、

ぜひ進めていっていただきたい。 

赤羽補佐：進めていきたいと思うので、宜しくお願いしたい。 

 

(2)国民健康保険

税の状況につい

て 

田中諸税係長より別紙資料にて説明 

今年の８月 1日現在での状況は、収納については昨年の同時期と比べると若

干収納率は下がっているが、同じくらいで推移していくと考えている。課税

については、滞納繰越額が減っているので収納額が少ないが、収納率は昨年

より２.３％ほど上がっている。収納率については年々あがっており、現年

については昨年９７．３９％となった。初期滞納対策が重要なので、昨年同

様、臨時職員に臨戸訪問してもらうなど、滞納にならないような対策をして

いる。滞納繰越分については過去最高の収納率となった。 

調定額は、現年の調定額が平成２５年から 1 千万以上の単位で減少してい

る。配偶者の減少や、税制改正ももちろんだが、今年もっとも影響があった

原因として、国保加入者の所得の減少が一番だと思う。今年の本算定のとき

の所得割の金額を昨年と比較してみたが、所得割だけで１４００万円ほどの

減額となっていた。国保加入者の構成比をみると１９歳以下が８．５％、２

０歳以上５９歳以下が２８．５％、６０歳以上の国保加入者の割合は６３％

となっている。６０歳以上の構成内容は年々増えているので、今後も増えて

いくと思われる。このような状況なので、税金を上げなければ今後も税制は

下がっていく。税率をあげることに対しては、所得の低い世帯の多い辰野町

では平成３０年度からの新制度の体制を踏まえ、慎重に考えていかなければ

いけないと思う。 

未納額については、３６００万まで減らすことができた。今後もきちんと納

税していただき、公平性を保つため、滞納にならない対策を進めていく。 

 

平成２８年度事業状況について赤羽補佐より説明 

決算が終わり、国と県からの補助金も見込みよりも増えたことに加え、６０

００万円の前年度の繰越があり、基金を使わないで決算ができたが、税率は

平成２９年か３０年にはあげていかなければいけないと思っている。平成３

０年度から県のほうに移管され、県の方へ納付金という形で支払う。現在試

算をしている状況で、１２月から 1月くらいにかけて、試算ができる。次の

２月の委員会には数字をお示しできるので、平成２９年にあげるのか、それ

とも平成３０年にあげるのかということを決めたいと思っている。 

今のところ、辰野町は医療費が上伊那圏内の中でも一番高いので、納付金も

高くなるとみている。納付金の額を参考に国保税を決めたい。基金は８９０

０万くらいあるので、平成２８年度は決算ができるのではないかとは見込ん

でいる。２月の時には納付金の試算が出ているので、皆さんにおはかりして

方向を決めたいと思うがどうか。 
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議長より質疑が受けられる 

野竹委員：平成２９年にあげるのに２月で間に合うのか。 

赤羽補佐：短期間でやる。納付金の試算が出来た時点でやるしかない。今は

はっきりわからないし、平成２９年にあげて、また平成３０年にあげるとい

うように２年続けて上げるのも難しい。辰野町は所得が低いので平成２５年

にあげたときも２７００万上げるつもりが１０００万しか上がらなかった。

限度額が毎年毎年上がっているので、所得がある人は毎年上がっている。か

なりの金額が上がっているので、できたら平成３０年に上げたいと思ってい

る。平成２９年に上げるのに、どのくらいあげていいのかという数字がつか

めない。これから何回かにわけて県に資料を送り、１２月から１月くらいに

試算が示される。 

野竹委員：できたら３０年ですね。 

赤羽補佐：できれば３０年にしたいが、２９年からあげるということも考え

られる。 

金子委員：方法としてはやむを得ないと思う。２月に資料がある程度そろっ

たところで再検討する機会を得て、２月にやったところでもう少し考えるか

なという場合はまた３月に委員会を開くとか、そういう方法をとりながら、

動きを見ながら結論を出していく方法しかないと思う。 

赤羽補佐：数字がまったく見えない。辰野町は所得が低く、県下で５０番く

らい。医療費は上伊那で一番という形になっている。できたらそのようにし

ていただければと思う。 

金子委員：３０年度の移管の話が出ているが、目の前に見えてこない。町の

国民健康保険会計って言うのは存続しながらやっていくということでいい

のか。 

赤羽補佐：会計自体は同じ。ただ医療費の部分は、県からお金がくる。納付

金は医療費と同じではなく、県下全体で決まる。納付金とイコールではない。

支払いについては今までよりは少し楽になるかもしれないが、税を上げない

と納付金が払えるかどうかわからない。 

金子委員：医療費の動きなどを見ていると、移管されてもほとんど同じよう

なパターンでやっていくという形だと思うが、それでいいのか。 

赤羽補佐：やる仕事は変わらない。町村でやる仕事は給付もやるし、課税も、

徴収もする。保険事業も全部やる。ただ、国保連合会に払う医療費を県が払

ってくれるっていうのが一番変わるところ。 

金子委員：とりあえず仮払いをして調整してくれるという部分もあるのか。 

赤羽補佐：結局は納付金として払うわけなので、そういうことになる。ただ、

後期高齢の場合は保険料の率も一律だが、国保の場合はそうではない。後期

高齢の場合は医療費の給付等は広域連合が全部やっているが、国保は違う。

国保の場合は給付も全部町でやるのでほとんど変わらない状況である。 

金子委員：税率自体は各保険者間のところでやっていいのか。 

赤羽補佐：自由に決めてよい。ただ納付金が払える範囲でしたいというのが
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どこもあるので、それに合わせた税率にしたいという考えはあると思う。 

吉田委員：納付金の見直しとかはあるのか。 

赤羽補佐：毎年毎年、所得や払った医療費に応じて県が全部算定します。 

吉田委員：それは毎年毎年なのか。 

赤羽補佐：納付金は毎年である。 

吉田委員：では、今年はこれだけだが、たとえば高額の医療費がたくさんか

かった場合、来年は上がるかもしれないということもあるのか。 

赤羽補佐：はい。毎年上がっているので、もしかしたらそれに応じて税も毎

年上げなくてはいけなくなるのかもしれない。貯金があるところはそこの部

分を基金で払っていくところもあるだろうし、税はそのままで他のもので払

えれば別にいいが・・・。 

 

以降、質疑なし。 

赤羽補佐より税を上げる話は２月の時でよいか提案 ― 異議なし 

 

赤羽補佐：ではまた２月のときに資料等をお示しして皆さんに検討していた

だきます。 

 

(3) 特定健康診

査・保健指導実施

状況について 

船木保健師より別紙資料にて説明 

 

平成２７年度の巡回型特定健診は平成２６年より多くの方が受診してくれ

たが、医療機関健診は平成２６年度より少なく、合計１８７２名が平成２７

年度の特定健診を受診した。平成２６年度と比べて全体的に受診者数が減っ

ている。受診率の推移を見ても平成２６年度法定報告から比べると現時点で

少し下がっている状況であり、年代別受診率を見ると４０代から５０代方が

低い。６０歳代から徐々にのびており、６５歳から７０歳代の方が５割を占

めている。昨年度は６０歳代で生活習慣病レセプトの無い方に電話で受診勧

奨等していたので、今年度も受診率の低い年代に対して何か方法を検討して

いければよいと思う。受診率の法定報告は１０月１日にならないと確定しな

いが、４年間ずっと延び続けていたところ、現時点で平成２７年度について

は少し下がっている状況となっている。 

平成２７年度の特定保健指導の対象者については、積極的支援は全員男性で

２７名、受診者数が落ちている分達成率も１．４％と昨年度より少ない。動

機づけ支援は男性が９６名、女性が５３名、合計１４９名と、受診者数が減

ってきている割には発生率が上がってきている。６５歳以上になるとリスク

の数がいくつ以上あっても全員動機づけになってしまい、特定保健指導の高

齢化もあり、動機づけの発生率が高くなっている。初回面接はグループにわ

けて実施しており、９０％以上となっている。積極的支援については１０

０％の実施を目指しているが、本人拒否によって健診結果を直接お会いして

返すことが出来ない方もあり、８５％となっている。動機づけ支援は９０％



- 6 - 

以上だが、本人拒否やご家族に返却ということもあり、なかなか１００％に

達しない状況である。終了率についても６０％以上を目指したいが、途中中

断等あり、４０％台となっている。法定報告の数字は前年度並みくらいの実

施率ではきている。 

平成２８年度は、昨年度までずっとグループ支援をやっていたが、今年度は

少し時間をかけ、個別に面接をして結果をお返ししている。先週巡回型特定

健診の特定保健指導が終わり、８割くらいの人に返せている。連絡が取れて

いない方にはこれから面接をしていく予定でいる。個別で返すことによっ

て、ご本人さんからはいい話が聞けた、と良い反応をもらっている。 

また、特定保健指導の方に対して運動教室（メタボパンチ教室）というのを

実施している。メタボパンチ教室についても、昨年度までは継続した６回で

参加をお願いしていたが、日時を決められて回数もこの回こなければいけな

いというとなかなか参加しづらいという意見もあった。今回は筋トレと有酸

素の２種類に分け、積極的支援の方はどちらかまたは両方合わせて３回以

上、動機づけの方は２回以上参加ということで、運動の手法さえマスター出

来れば家で実践出来るような形で教室をやってみている。申込も１回の教室

１０～２０人ほど各回数集まってきている。 

特定保健指導とは別に健康マネジメント講座も今回からやり始めた。今まで

特定保健指導以外の方には保健指導をやっていなかったが、今年はハイリス

ク者アプローチということで、血圧と糖の方を呼び、保健指導を始めた。重

症化予防の中でＣＫＤ（慢性腎臓病）というのがやはり今後外せないことに

なってくるため、健康マネジメント講座を案内している。この教室も９月～

１月までの７回あるが、加入保険や年齢等関係なく、興味のあるところ１分

野でも参加してもらえるように広報している。 

 

議長より質疑が受けられる ― 質疑なし 

 

(4) その他 赤羽補佐より説明 

・住民説明会・健康教室について（別紙資料あり） 

明日と２５日に国民健康保険の住民説明会を行う。国保の色々な仕組みの説

明のほかに、メタボリ先生超音波骨密度計等の測定機械を国保連合会から借

り、測定ができる。また、健康運動指導師を招き、体操をするということで

２ヶ所で行う。国保の方だけでなく一般の方も参加できるような形で、広報

している。２５日は、保健師による健康相談も行う。 

特定健診は巡回型が終わったが、今年は冬にも１２月１３日に辰野町役場で

行う。追加で冬にやるので、募集する。８月末に特定健診を受けていない方

全員（３０００件ほど）に医療機関で出来る受診券を発送する準備をしてい

る。地元の医療機関で受けるよう受診勧奨している。 

調理実習は９月２０日と１０月１８日にやまびこスケートの森に依頼して

行う。運動教室を合わせて、３回行う。調理実習の内容は、炭水化物を減ら
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す食事、こういうことで害がある、太りにくくするにはこういう工夫が必要

というテーマで行う。また、ウォーキング講座を２回にわけて行う。別々で

も、両方出ても良く、９月２８日に通常のウォーキング、１０月２７日にノ

ルディックウォーキングを行う。健康教室は、国保の方に対して行っている

ので、国保証の郵送の際に募集案内を同封したり、広報に載せたりしている。 

 

・国保運営協議会委員研修について（別紙資料あり） 

国保運営協議会委員研修が１０月１４日に穂高公民館で開催。公演が、長野

県の国民健康保険の現状と、地方創生と地域包括ケアについてです。出席を

ご検討いただければと思います。 

 

・データヘルス計画について（別紙資料あり） 

データヘルス計画は保健師と事務のものが２人で作成。２８年３月に作って

あるが、辰野町の医療費の状況等を全部分析し、その結果辰野町はこういう

ことをした方がいいという、課題と目標を設定してある。持ち帰って読んで

いただき、随時ご意見いただければと思います。 

 

・国保制度改革について（別紙資料あり） 

細かい事は、まだ決まっていないが、新しいシステムを入れるか入れないか

ということを投げかけられている。上伊那郡は上伊那情報センターで集約し

てやっているけれども、それを国から配布されたものにするのか、今のシス

テムを改修して使うのかを９月半ばまでに、回答しなければいけない。現在

細かいところを決めている状況なので、２月の委員会時には、もっと詳しく

説明したいと思っている。 

 

・運営委員会の任期について 

運営委員会の委員の任期が今は２年だが、平成３０年の４月から３年にな

る。その前までに着任している委員さんについては、現状どおりの２年とな

る。 

 

・その他の取り組みについて 

地域包括ケアシステムの取り組みも国保としてやらなければならないので、

健康教室等の取り組みをしながら、健康で長生きできるように、介護保険等

を使わないように出来ればということで、取り組みをしている。月に一度７

５歳と７０歳の方へ説明会をしているが、今年の４月から介護保険の説明に

ついても始めた。 

 

議長より質疑が受けられる ― 質疑なし 

 

6.閉会のことば 赤羽住民税務課長より閉会のあいさつがあり閉会 


